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５ その他
 手続において使用する言語及び通貨は日本
語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除
 契約保証金納付。ただし、金融機関又は
保証事業会社の保証をもって契約保証金の
納付に代えることができる。また、公共工
事履行保証証券による保証を付し、又は履
行保証保険契約の締結を行った場合は、契
約保証金を免除する。

 入札の無効 本公示に示した指名されるた
めに必要な要件を満たさない者のした入札、
表明書及び資料に虚偽の記載をした者のした
入札及び入札に関する条件に違反した入札は
無効とする。
 落札者の決定方法 上記３による。
 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４により表
明書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、本件の競争参加資格
の確認を受け、かつ、開札の時までに当該資
格の認定を受けなればならない。この場合、
下記のとおり事前に一般競争参加資格の申請
を行うこと。
（一般競争参加資格の申請）
 提出期間 令和６年１月９日（火）から
令和６年１月16日（火）までの土曜日、日
曜日及び祝日を除く毎日午前10時から午後
４時（ただし、正午から午後１時の間は除
く。）まで
 申請方法：当 機 構 Ｈ Ｐ を 参 照
https://www.ur-net.go.jp/order/info.html

 問い合わせ先 上記４と同じ。なお、
期限までに表明書及び資料を提出しない者
並びに競争参加資格がないと認められた者
は、本競争に参加することができない。

 次のいずれにも該当する契約先は、当該独
立行政法人から当該法人への再就職の状況、
当該法人との間の取引等の状況について情報
を公開することとなったので、詳細は入札説
明書を参照すること。
 当機構との間の取引高が、総売上高又は
事業収入の３分の１以上を占めていること

 当機構において役員を経験した者（役員
経験者）が再就職していること又は課長相
当職以上の職を経験した者（課長相当職以
上経験者）が役員、顧問等として再就職し
ていること

 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４に同じ
 詳細は入札説明書による。

公募型プロポーザル方式に係る手続開始の
公示（建築のためのサービスその他の技術
的サービス（建設工事を除く））

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
本業務は、電子契約システム対象案件である。
令和６年１月５日
支出負担行為担当官
関東地方整備局副局長 衛藤 謙介

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 14
〇第１号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 令和６年度 情報通信技術等を活
用したコンテナ輸送効率化にかかるシステム
改修・運用業務（電子入札対象案件）（電子契
約対象案件）
 業務内容 本業務は、関東地方整備局が構
築したＣＯＮＰＡＳ※の高度化に向けたＣＯ
ＮＰＡＳ改修、ＣＯＮＰＡＳ運用、ＣＯＮＰ
ＡＳ導入手順の整理・検討を行うものであ
る。
※関東地方整備局がコンテナターミナルゲー
トにおけるコンテナ搬出入手続の効率化を
目的に設計・構築した港湾情報システム

 履行期間 履行期間は、以下のとおり予定
している。契約締結日から令和７年３月31日
まで
 本業務は、資料の提出等を電子入札システ
ムにより行う対象業務である。なお、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得た場合に限り紙入札方式に代えること
ができる。
 本業務は、契約手続きにかかる書類の授受
を、原則として電子契約システムで行う対象
業務である。なお、電子契約システムにより
がたい場合は、発注者の承諾を得て紙契約方
式に代えるものとする。また、紙契約方式の
承諾に関しては、発注者に承諾願を提出する
ものとする。
 本業務は、公示年度の４月１日時点で満40
歳未満の管理技術者を定期的に指導する経験
豊富な技術者（以下、技術指導者）を配置で
きる「若手技術者登用促進型」の試行業務で
ある。なお、技術指導者の配置については、
参加表明書の提出者が選択できるものとす
る。
 本業務は、契約締結後に「積算の内訳」を
示す資料を公表する業務である。

２ 参加資格
技術提案書の提出者は、に掲げる資格を満
たしている単体企業又はに掲げる資格を満た
している設計共同体であること。
 単体企業
 予算決算及び会計令第70条及び第71条の
規定に該当しない者であること。
 関東地方整備局（港湾空港関係）におけ
る令和５・６年度「建設コンサルタント等」
業務に係る一般競争（指名競争）参加資格

のＡ等級の決定を受けていること。（会社更
生法（平成14年法律第154号）に基づき更
生手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき再生手続開始の申立てがなされている
者については、手続開始の決定後、関東地
方整備局副局長が別に定める手続きに基づ
く一般競争（指名競争）入札参加資格の再
決定を受けていること。）
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
でないこと。（上記の再決定を受けたもの
を除く。）
 関東地方整備局から「地方整備局（港湾
空港関係）所掌の工事請負契約に係る指名
停止等の措置要領」（昭和59年３月31日付け
港管第927号）に基づく指名停止を受けて
いる期間中でないこと。
 技術提案書を提出しようとする者の間に
資本関係又は人的関係がないこと（説明書
参照）
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省が行う公共事業等からの排
除要請があり、当該状態が継続している者
でないこと。

 設計共同体 に掲げる条件を満たしてい
る者により構成される設計共同体であって、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和５年
３月９日付け関東地方整備局副局長）に示す
ところにより、関東地方整備局副局長から本
業務に係る設計共同体としての競争参加者の
資格の決定を受けているものであること。

３ 一般競争（指名競争）参加資格の申請の時期
及び場所 上記２に掲げる一般競争（指名
競争）参加資格の決定に係る申請は、「競争参加
者の資格に関する公示」（令和４年10月３日付国
土交通省東北地方整備局副局長他７者公示）別
記に掲げる当該者の本店所在地（日本国内に本
店がない場合においては、日本国内の主たる営
業所の所在地。以下同じ）の区分に応じ、同別
記に定める提出場所において、随時受け付ける。

６ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Takuya Kurakami, Di‑

rector General of East Japan Rental Hous‑

ing Office／Urban Renaissance Agency
 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Conform‑

ity survey of standards for certification of

housing complexes, etc. (in Tokyo area. Fo‑

cus complexes.).

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 23 January 2024

 Time limit for tenders submitted by E‑

bidding : 10 : 00 AM to noon, 4 March 2024

 Contact point for tender documentation :

General Affairs Department, East Japan

Rental Housing Office, Urban Renaissance

Agency, 19th floor, Shinjyuku Island Tower

Building, 651, Nishishinjyuku, Shin‑
jyuku‑ku, Tokyo 1631382 TEL 03
53232572
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